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４. KPI（重要業績評価指標）の設定について

１）KPI（重要業績評価指標）とは

⚫ KPI（重要業績評価指標：Key Performance Indicator）とは、目標を達成するための取組の進捗

状況を定量的に測定するための指標です。

⚫ 取組をPlan（計画）し、それをDo（実施・実行）に移し、その取組内容をCheck（点検・評価）し、

Action（改善）を進めていくというPDCAサイクルを確立していくには、取組の状況や効果を評価できる

KPIの設定が有効です。

地方創生関係交付金事業におけるKPIとは、地方版総合戦略等に掲げられた地域の目指す目標（Goal）

に対して、どのような取組プロセスを経れば、その目標が達成可能なのかを考えて設計された交付金事業において、

その取組プロセスを実現できているかどうかを数値で計測するための指標です。

２）地方創生関係交付金事業におけるKPI設定の視点

地方創生関係交付金事業では、取組の自立性が確立されることを重視しています。取組の自立性を確立する

ためには、①事業のマネジメントサイクル（PDCA）への意識を高めること、②”確かなPDCAサイクルの稼

働”を実現するために適切なKPIを設定・管理することが必要です。

地方創生関係交付金事業におけるKPIの設定にあたっては、事業の成果・進捗を測るため、下記の基本的な

視点に留意することが重要です。

視点１： 「客観的な成果」を表す指標であること

視点２：事業との「直接性」のある効果を表す指標であること

視点３： 「妥当な水準」の目標が定められていること

総論
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３）KPI設定にあたってのポイント ～このような点に気をつけましょう～

○成果・効果を捉えたアウトカム指標となっていること

•設定するKPIは、交付金を活用した取組によって得られる成果・効果を客観的に示す「事業のアウトカム指標」であ

ることが基本です。

•また、事業の評価や改善を効果的に進めるためには、交付金を活用した取組の活動量を示す「事業のアウトプット

指標」を併せて設定することも有効です。

•そのため、「事業のアウトカム指標」と「事業のアウトプット指標」の両方が設定されている状態が望ましいと考えます。

○主観的でない、定量化されたKPIとなっていること

•交付金事業の達成度を評価するためには、事業参加者の満足度のような主観的な指標はふさわしくありません。

•また、数値であらわされ、客観的に達成したか否かが判定可能である必要があります。

• KPIは、正しく実態を把握できることが基本です。そのため、設定にあたっては、「（推計値ではなく）実測可能なこ

と」、「ダブルカウントが生じぬこと」等に留意すべきです。

○達成を目指す目標と交付金事業のKPIとの因果関係が明確であること

•設定するKPIは、交付金事業によって達成を目指す目標を実現するために、事業の成果・進捗の管理に資する必

要があります。そのため、目標との因果関係が明確な指標を設定することが重要です。

○交付金事業によって現れた成果だと説明できるKPIであること

•設定するKPIは、交付金を活用した事業の成果・効果として説明できることが重要です。例えば、本交付金事業と

は別の事業による変化や事前に織り込み済みの環境変化等の外的要因に影響を受けない指標を設定する必要が

あります。

視点１： 「客観的な成果」を表す指標であること

視点２：事業との「直接性」のある効果を表す指標であること

総論

[指標の説明]

総合的な
アウトカム

交付金事業の
アウトカム

交付金事業の
アウトプット

地域にもたらす最終的な効果、目指す最終目標

交付金を活用した取り組みによって、最終的に地
域にもたらされる成果・効果を示す指標、地方創
生事業によって目指す最終目標を示す指標

個別事業の直接的な効果
交付金を活用した取組によって得られる成果・効
果を客観的に示す指標

個別事業の活動量
事業の評価や改善を効果的に進めるために、交
付金を活用した取組の活動量を示す指標

地域における起業者数［〇］
イベントに参加した観光客数［×］
→地方公共団体の解決した最終課題や事業目的と合致す
るアウトカム指標となっていません。

支援事業を通じた新規雇用者数又は売上高 [○]
相談事業に配置した相談スタッフ数 [×]
→成果・効果を捉えたアウトカム指標となっていません。また、
取組の活動量を示すアウトプット指標でもありません。

企業家支援セミナーイベント参加者数［〇］
イベント参加者満足度［×］
→主観的な評価であり、客観評価とは言い難いです。
※満足度等の主観的な指標は、一般的には事業の効果を計る尺度の１つではありますが、
具体的かつ客観的な成果が求められている交付金事業のKPIとして設定することには慎重
であるべきです。

指標分類 指標の説明 設定の例
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事業分野別のKPI設定の例

[指標の例]

⚫ KPI例①：＜創業（起業）支援事業＞

事業を通じた起業による新規雇用者数 [○]

地方公共団体の定住人口 [×] →事業との因果関係が不明確です。

⚫ KPI例②：＜観光PR事業＞

事業で実施するキャンペーンの対象施設の入場者数 [○]

市町村全体の観光入込客数 [×]

→市町村全体の観光客数には当該キャンペーン以外の観光客数も含まれるため、交付金事業によって現れた

成果だと説明できません。

➢ KPIの設定では、地方創生事業によって目指す最終目標、地域にもたらす効果を示す「総合的なアウトカ

ム（表の緑枠）」を定め、その達成に紐づく交付金を活用した取組によって得られる成果・効果を客観的

に示す「事業のアウトカム（表の青枠）」と、交付金を活用した取組の活動量を示す「事業のアウトプット

（表の赤枠）」が設定されている状態が望ましい。

Ⅱ．導入編 総論

事業例

事業のアウトプット 事業のアウトカム 総合的なアウトカム

個別事業の活動量 個別事業の直接的な効果 諸事業・施策の全体効果

（例） （例） （例）

ローカル

イノベーション

○ 情報システム導入
（ICT, IoT等導入
促進）

• IT設備導入数、設備投
資額

• 労働生産性がXX倍以上
達成の企業数

• 地域における起業者数
• 地域における新規雇用者

数
• 地域における企業の売上

高
○ 民間ノウハウ活用

（連携協定、人材交
流）

• プロフェッショナル人材の
マッチング件数

• 本事業における成約件数
• 育成人材数

農林水産

○ 地域資源の活用／
再注目

• 企業・プロジェクトの売上

高

• 育成人材数

• 移住者数（代表的KPI） • 地域における農林水産就

労者数

• 地域における農林水産出

荷額

○ ６次産業化支援
事業

• セミナー・研究会等のイベ

ント参加者数

• 支援事業を通じて開発・生

産された産品の売上高・出

荷額

観光振興

○ 地域ブランド化
（地域の魅力を活か
した商品・サービス開
発）

• 特産品・旅行商品開発

数

• 宿泊者数

• 観光客数

• 地域における観光関連産

業売上高

• 宿泊者数、日帰り観光客

数の増加に伴う消費の増

加額

○ 地域間連携（広域
連携による発信力向
上と多様なニーズの
取り込み）

• 特産品・旅行商品開発

数

• 電動アシスト付自転車の週

末利用件数

地方への

ひとの流れ

○ 誰もが活躍できる
「生涯活躍のまち」
づくり事業

• 地域住民・移住者への仕

事紹介数

• 新規就業者数（女性・高

齢者・障がい者・移住者等

を含む。）

• 地域への移住者数

• 地域の転出入者数

• 地域の交流人口数

○ 地域の交流拠点を
活用した「生涯活
躍のまち」づくり事
業

• 地域交流拠点の整備数 • 地域交流拠点の利用者数

（交流人口数）

まちづくり

○ 小さな拠点等の生
活拠点整備事業

• 地域運営組織の形成数 • 小さな拠点における店舗等

の利用者数・売上高

• 地域の定住人口数（転出

入数）

○ 民間ノウハウ活用
（連携協定、人材
交流）

• 利用者数（施設・設備

利用者数、イベントなどの

参加者数、など）

• 観光客数

• 育成人材数

• 地域の人口・世帯数

• 地域への転入者数
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[指標の例] ＜創業（起業）支援事業＞

KPI例：支援事業を通じた起業者数（開業率）

⚫ 水準の例：対象地域における該当業種の平均開業率以上の値 [○]

類似団体での開業率を大きく下回る値 [×]

→類似の実績から達成を予見できる低い水準の目標設定になっています。

⚫ 費用対効果の例：全国平均値や類似団体との実績等と比較して

１事業者あたりの費用が同等か下回る値 [○]

１事業者あたりの費用が大きく上回る値 [×]

→投下するコストに見合わず、費用対効果の点から妥当ではありません。

視点３： 「妥当な水準」の目標が定められていること

○目指す水準の根拠が説明できるKPIとなっていること

•官民協働による事業を進めていくためには、利害関係者や外部評価者の納得できる指標を設定し、KPIを活用し

て関係者同士が進捗状況等を共有しつつPDCAサイクルを稼動させることが重要です。そのためには、過去の実績

や将来予測などを勘案した上で、目指す水準の根拠を明らかにする必要があります。

•また、理想の状態に対応する高い目標として設定するのか、一定の満足が得られる現実的な目標として設定するの

か、絶対に達成すべき最低限の目標として設定するのか等、どのような意図をもって水準を設定するのかを明確にす

る必要があります。

○費用対効果の観点からも妥当なKPIとなっていること

•設定したKPI（事業のアウトカム）に対して、事業に要するコストが過大でないかチェックが必要です。

•事業コストに比較して、達成を目指すアウトカムが著しく小さい場合には、その事業そのものを見直す必要があ

ります。

○到達を予見できる低い水準のKPIを設定しないこと

• KPIとして到達を予め見込むことのできる、低い目標水準を設定することは、KPIの設定を形骸化し、事業の有効性

や必要性を疑われることにもつながりかねません。

•そのような点に注意して、適切な水準の目標を設定することが重要です。

○事業環境を踏まえた目標水準とすること

•到達を予見できる低い水準の目標を避けるだけでなく、実態とかけ離れた高すぎる目標を設定してしまうと、かえって

目標値の形骸化を招き、関係者の目標達成に向けた意欲の減退につながりかねません。

•事業の内部環境や事業を取り巻く外部環境を予め分析した上で、適切な水準の目標を設定することが重要です。

このことは、２年目以降の目標の設定に関しても同様です。

３）KPI設定にあたってのポイント ～このような点に気をつけましょう～

総論
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その他の留意すべき視点

○事業目的に合致したKPIが設定されていること

•交付金事業の推進に当たっては、いくつかの取組の実施が計画されますが、そもそもこれらの取組を何のために実施

するのか、これらの取組が各地方公共団体の策定した地方版総合戦略で設定した基本目標などのKGI (Key

Goal Indicator: 組織として当該事業での成果の最終目標を、具体的な時期や数値で明確にし、定量的に評

価する指標）と整合しているかについては、しっかりと確認しておくことが重要です。

• これらの取組の成果を測る指標であるKPIについても同様に、当該KPIの目標達成が、上述の地方版総合戦略の

基本目標、KGI、事業目的の実現に本当につながるのか、どのように貢献するか等について、あらかじめ確認した上

で設定することが重要です。

○複数の観点でKPIが設定されていること

•交付金事業の目標を達成するための手段は一つとは限りません。多くの場合、目標を達成するための課題や取組

は複数あります。それら課題や取組ごとに成果確認・進捗管理が必要です。

•そのため、目標達成のためには複数のKPIが設定され得ることに留意しましょう。

○事業進行中を含む評価や進捗管理に適したKPIとなっていること

•事業のマネジメントサイクルを稼動させるためには、随時の成果・進捗管理による取組の改善が必要です。その意味

では、毎月・四半期・半年など計測頻度が多く、タイムリーに集計・評価可能なKPIが相応しいと考えられます。

•随時の成果・進捗管理による取組の改善を進めるためには、過度な負担なく計測できる指標となっていることが重要

です。具体的には、多大なコストや労力を費やさなくても計測できるKPIを設定することが重要です。

• KPIは取組後の到達点を定めることに加えて、事業進行中の点検や軌道修正に活用されるべきです。そのためには、

事業途中において、いつまでに、どんな状態を目指すのかを明らかにできるKPIを設定することが望ましいです。

○KPIや目標水準の検証を行うこと

•取組を進めても、思うようにKPIが目標水準に到達しない状況に遭遇することもあります。その場合、事業計画や事

業体制が適切でないケースや、そもそも設定されたKPIや目標水準が原因となっているケースも考えられます。

•事業のマネジメントサイクル（PDCA）のプロセスにおいて、KPIの適切性や目標水準の妥当性についても、外部有

識者による検証を行うことが重要です。

３）KPI設定にあたってのポイント ～このような点に気をつけましょう～

総論
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４）分野別の主なKPIの例

分野１：農林水産（しごと創生分野①）

総論

事業例

事業のアウトプット 事業のアウトカム 総合的なアウトカム

個別事業の活動量 個別事業の直接的な効果 諸事業・施策の全体効果

（例） （例） （例）

○ 地域資源の活用
／再注目（イベン
ト開催、情報発信、
品質向上、規制
緩和、新規開
拓）

• 企業・プロジェクトの売上高（既

存製品を含む売上高、消費金

額、販売額の増加、受注数・額、

出荷数・額など）

• 育成人材数

• 移住者数（代表的KPI）

• 人口増加数・社会増数（世帯

数、 Uターン者数、住民基本台

帳人数、出生者数など）

• 地域における農林水産就労者

数

• 地域における農林水産出荷額

○ ６次産業化支

援事業

• セミナー・研究会等のイベント参

加者数

• 支援事業の適用件数（例：

設備整備件数、試作品開発

支援数、講師・アドバイザー等

派遣数）

• 支援事業（商談会、プロモー

ションイベント等）の参加者数

• ブランド認証件数

• 地域商社への参画者・社数

• 支援事業を通じて開発・生産さ

れた産品の売上高・出荷額

• 支援事業を通じた商品の新規

顧客契約件数

• 支援事業を通じた商品の海外

販売国数

○ 人材確保・育成

支援事業

• 人材確保・育成セミナーや研修

会等の参加者数

• 移住・一次産業就労に係る相

談会・ツアー等の参加者数

• 支援事業を通じた新規一次産

業従事者・法人数

• 支援事業を通じた定住・移住・

一次産業従事者数

○ 生産性向上・シ

ステム化支援事

業

• 支援事業に係る研修・セミナー

等の参加農業従事者数

• 技術・システムの開発数・導入

数

• 事業で作成したマニュアル等を

活用する農業従事者数

• 整備・開発事業を通じた圃場

等の生産面積増加量

• 支援対象事業の売上増加額

○・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・
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４）分野別の主なKPIの例

分野２：観光振興（しごと創生分野②）

総論

事業例

事業のアウトプット 事業のアウトカム 総合的なアウトカム

個別事業の活動量 個別事業の直接的な効果 諸事業・施策の全体効果

（例） （例） （例）

○ 地域ブランド化
（地域の魅力を
活かした商品・
サービス開発）

• 特産品・旅行商品開発数

• 利用者数（施設・設備利用者

数、イベントなどの参加者数、な

ど）

• Green Finsを導入している海の

レジャーに関する事業者数

• 宿泊者数

• 観光客数

• 地域における観光関連産業売

上高

• 宿泊者数、日帰り観光客数の増

加に伴う消費の増加額

• 地域における観光産業による経

済波及効果

• 観光消費額

• 地域住民のための公共財の観光

客利用促進指標

○ 地域間連携（広
域連携による発
信力向上と多様
なニーズの取り込
み）

• 特産品・旅行商品開発数 • 電動アシスト付自転車の週末利

用件数

• 鉄道等公共交通機関乗客数

○ 製品・サービス開
発／販売促進
（製品の付加価
値向上）

• 特産品・旅行商品開発数 • 近隣地域の観光地からの立ち寄

り観光客数

○ 地域間連携（広
域連携による発
信力向上と多様
なニーズの取り込
み）

• ホームページ閲覧数 • 外国人観光客数

• 駅乗降者数

• クルーズ船寄港数

○ インバウンド事業 • 外国人向けの新商品や体験ツ

アーの造成数

• インバウンドに取組む地域事業

者への支援件数

• 通訳・ガイド人材育成数

• 事業で実施した外国人ツアー・

プログラム参加者数・宿泊者数

○ 新たな観光資源

開拓・PR事業

• 新商品や体験ツアーの造成数

• 観光ルートやアクティビティの整

備数

• 当該キャンペーンの参加事業者

数

• 事業で実施したツアー・プログラ

ム参加者数・宿泊者数

• ・事業で実施したキャンペーン対

象施設入場者数

○ ICTを活用した

情報発信の仕組

みづくり事業

• 情報コンテンツ（webサイト、アプ

リ等）の作成数

• 情報発信基盤の活用に係る域

内事業者等へのセミナー等参

加者数

• 情報コンテンツの利用回数・閲

覧回数

• 情報発信事業に係るメディアか

らの取材件数

○ 観光領域のマネ

ジ メ ン ト 体 制

（DMO）構築

事業

• DMOによる新商品や体験ツ

アーの造成数

• DMOによる現状調査や地域観

光事業者への支援件数

• セミナー・研究会・人材講座等

のイベント参加者数

• 事業によってDMO組織が支援

を行った新商品の売上高、取扱

店舗数

• 事業によってDMO組織が支援

を行ったツアー商品等への参加

者数

○・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・
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Ⅱ．導入編

分野３：ローカルイノベーション（しごと創生分野③）

４）分野別の主なKPIの例

総論

事業例

事業のアウトプット 事業のアウトカム 総合的なアウトカム

個別事業の活動量 個別事業の直接的な効果 諸事業・施策の全体効果

（例） （例） （例）

○ 情報システム導入
（ICT, IoT等導
入促進）

• IT設備導入数、設備投資額

• 民間企業との人材交流数、ノウ

ハウの獲得数

• 情報システム導入に取り組んでい

る企業数

• 労働生産性がXX倍以上達成の

企業数

• 育成人材数

• 地域における起業者数

• 地域における新規雇用者数

• 地域における企業の売上高

• 地域における製品出荷額

• 地域外における認知度、魅力認

識度

• 地域における関連産業（例：ヘ

ルスケア産業）に携わる住民の

数

• 地域における経済波及効果

• 付加価値創出額

• 製品の海外市場開拓・商談成

立数、受注金額 等

○ 民間ノウハウ活用
（連携協定、人
材交流）

• プロフェッショナル人材のマッチング

件数

• アドバイザーが指導した企業数

• 本事業における成約件数

• 育成人材数

○ 産業創出支援
（新規創業支援、
企業誘致支援、6
次産業化支援）

• 民間企業との人材交流数、ノウ

ハウの獲得数

• 新商品・サービスの売上高（代

表的KPI）

• 本事業による経済波及効果

• 新規にIoT等を導入した企業数

• 本事業における売上額

• 育成人材数

○ 拠点の導入・整備
（魅力のある拠
点を整備、交流ス
ペース提供）

• 産品購入意欲度および食品想

起率の合計点数

• 新規雇用者数

• 首都圏ネットワーク店舗数

○ 地域資源の活用
／再注目（イベン
ト開催、情報発信、
品質向上、規制
緩和、新規開
拓）

• アーカイブ化のための資料収集件

数

• 新商品・サービスの売上高

○創業（起業）支

援事業

• 起業家支援セミナー・塾等のイ

ベント参加者数

• 支援関連施設等の利用者数

• 支援事業の適用件数（支援

件数）

• 支援事業を通じた起業者数も

しくは起業準備者数（起業プロ

グラムの合格者等）

• 支援事業を通じた起業による新

規雇用者数

○中堅・中小企業

支援事業

• 支援事業（見本市、マッチング

イベント、支援プログラム等）へ

の参加企業数

• 支援組織等への参加企業数

• 支 援 事 業 を 通 じ た 新 商 品

（ローカルブランド商品・伝統工

芸品等）の開発件数

• 支 援 事 業 を 通 じ た 新 商 品

（同）による売上高

○産業クラスタ形

成・強化事業

• クラスタ強化に係る産官学連携

イベント等への参加者数

• 産学官連携を促す働きかけを

行った企業・研究機関等の数

• 強化事業を通じた企業・大学・

研究機関の新規立地件数

• 強化事業を通じた新規就業者

数

○・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・
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Ⅱ．導入編 総論

４）分野別の主なKPIの例

分野４：地方へのひとの流れ

事業例

事業のアウトプット 事業のアウトカム 総合的なアウトカム

個別事業の活動量 個別事業の直接的な効果 諸事業・施策の全体効果

（例） （例） （例）

生
涯
活
躍
の
ま
ち

〇誰もが活躍できる

「生涯活躍のま

ち」づくり事業

• 地域住民・移住者への仕事

紹介数

• 地域活動（見守り活動や伝

統行事等）の実施数

• 新規就業者数（女性・高齢

者・障がい者・移住者等を含

む。）

• 市民活動数

• 地域への移住者数

• 地域の転出入者数

• 地域の交流人口数

• 地域の労働人口数（女性・高

齢者・障がい者・移住者等を

含む。）

• 地域住民の健康寿命

• 地域のまちなか居住人口数

〇地域の交流拠点

を活用した「生涯

活躍のまち」づくり

事業

• 地域交流拠点の整備数

• 地域交流拠点でのイベント参

加者数

• 地域交流拠点でのセミナー・

研修等の参加者数

• 地域交流拠点を核とした広

告掲載数

• 地域交流拠点の利用者数

（交流人口数）

• 東京圏等からの地域交流拠

点 利 用 者 数 （ 関 係 人 口

数）

• 東京圏等からの移住者数

〇誰もが健康で安

心安全に暮らせる

「生涯活躍のま

ち」づくり事業

• フィットネス場の利用者数

• 疫病等予防セミナー参加者

数

• 健康づくりのためのイベント実

施数

• 移住者向けの住まいの整備

数

• 地域住民向けのまちなか住替

用住宅の整備数

• 地域住民の医療費軽減額

• 東京圏等からの移住者数

• まちなかへの住替数

〇移住・関係人口

創出のための「生

涯活躍のまち」

PR事業

• お試し居住施設（居住・就

労等）整備数

• サテライトオフィス等テレワーク

環境の整備数

• 短期就労体験の受入企業数

• 相談会や移住PRイベント等

の参加者数

• サテライトオフィス利用者数

（関係人口数）

• ボランティア登録者数（関係

人口数）

• 東京圏等からの移住者数

○・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・
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Ⅱ．導入編 総論

事業例

事業のアウトプット 事業のアウトカム 総合的なアウトカム

個別事業の活動量 個別事業の直接的な効果 諸事業・施策の全体効果

（例） （例） （例）

移
住
・
人
材

○ 情報システム導
入（ICT, IoT
等導入促進）、
人材育成

• 民間企業との人材交流数、ノ

ウハウの獲得数

• IT設備導入数、設備投資額

• 人口増加数（世帯数、 U

ターン者数、住民基本台帳

人数、出生者数など）

• 関係人口数

• 育成人材数

• 地域の人口、住民基本台帳

登録数

• 地域における世帯数

• 地域における出生者数

• 地域への移住者数

• 地域における労働人口数

• 地域における人材数

○移住相談・地域

プロモーション事

業

• 相談事業の参加者数

• 移住体験ツアー・移住就労体

験等のプログラム数・参加者

数

• 相談事業を経た移住者数

○雇用創出事業 • 雇用・創業支援講座等の参

加者数

• テレワーク・創業拠点の設置

件数

• 事業を通じた域内への企業

誘致数・新規雇用者数

• 事業を通じた起業見込者数、

新規法人設立数

• 事業を通じたサテライトオフィス

誘致件数

○インターンシップ

事業

• 事業の受入企業数

• 事業の参加学生数

• 関連イベントの参加者数

• インターンシップ参加者の地元

就職数

• 事業を通じて就業した人材の

6か月後定着率

○人材育成事業 • 研修等の実施組織・施設数

• セミナー等の参加者数

• 事業を通じた専門人材の育

成数

• 事業を通じた専門人材の継

続雇用率

○・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・
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Ⅱ．導入編

４）分野別の主なKPIの例

分野５：働き方改革

総論

事業例

事業のアウトプット 事業のアウトカム 総合的なアウトカム

個別事業の活動量 個別事業の直接的な効果 諸事業・施策の全体効果

（例） （例） （例）

○長時間労働抑

制・WLB推進事

業

• 研修等の実施組織・施設数

• 相談窓口への相談件数

• セミナー等の参加企業数

• 事業を通じた「働き方改革」に

取組む企業の増加数

• 事業をきっかけとしてワーク・ライ

フ・バランス推進計画を策定した

企業数

• 事業による支援企業における労

働時間短縮率

• 地域の人口

• 地域への移住者数

• 地域における就業者数

• 地元就職率

• 地域の労働力人口

• 地域の労働生産性(例：人口

一人当たりの生産額)
○女性活躍支援事

業

• 研修等の実施組織・施設数

• 相談窓口への相談件数

• セミナー等の参加企業数

• 事業による支援企業における女

性管理職の増加数

• 事業による支援企業における女

性の復職率の増加量

○子育て・介護支援

事業

• 研修等の実施組織・施設数

• 相談窓口への相談件数

• セミナー等の参加企業数

• 事業による支援企業における出

産後の女性の復職率の増加量

• 事業による支援企業における介

護離職率の減少量

○テレワーク推進事

業

• テレワーク・サテライトオフィス設

置数

• テレワーク導入検討企業へのセ

ミナー等の参加企業数

• 事業を通じたテレワーク就業者

数

• 事業を通じたテレワーク実施企

業数

○・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・
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Ⅱ．導入編

４）分野別の主なKPIの例

分野６：まちづくり

総論

事業例

事業のアウトプット 事業のアウトカム 総合的なアウトカム

個別事業の活動量 個別事業の直接的な効果 諸事業・施策の全体効果

（例） （例） （例）

○ 民間ノウハウ活

用（連携協定、

人材交流）

• 伝統工芸職人塾生（延べ人

数・長期短期含む）

• 利用者数（施設・設備利用者

数、イベントなどの参加者数、な

ど）

• 観光客数

• 育成人材数

• 地域の人口・世帯数

• 地域への転入者数

• 地域の空き店舗・空き家率

• 公共交通機関利用率

• 地域内生産額

• 地域の就業者数
○ 小さな拠点等の

生活拠点整備

事業

• 生活拠点（小さな拠点等）の

整備数

• 地域運営組織の形成数

• ワークショップ等の参加者数

• 生活拠点（小さな拠点等）に

おける店舗等の利用者数・売

上高

• 生活拠点における新規雇用者

数

○ まちなか再生事

業

• 事業による空き家・空き店舗の

リノベーション物件数

• リノベーション研修・セミナー等の

参加者数

• 空き家・空き店舗DBへの登録

数

• 事業を通じた新規開業数・新

規雇用者数

• 事業において支援した店舗の売

上高

• 事業を通じて来客数が増加した

店舗の数

• 事業対象地域の空き店舗減少

率

○ 地域交通事業 • 路線バス、コミュニティ交通の運

行本数

• オンデマンド交通の運行回数

• 交通結節点やバス停留所等の

整備数

• 事業による公共交通利用者数

(乗降者数/公共交通分担率)

の増加数

○ まちづくり人材・

組織育成事業

• まちづくり会社等の設立数

• まちづくり事業への参画団体数

• まちづくり会社の自主事業数

• まちづくりフォーラム等の参加者

数

• 起業・創業支援セミナー・塾等

のイベント参加者数

• 育成事業を通じた起業・創業

者数

• 育成事業で企業・創業した事

業者の売上高、新規雇用者数

• 支援事業を通じたまちづくり人

材育成数

• 事業を通じたまちづくり会社の自

主事業売上高

○・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・
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Ⅱ．導入編

５）参考となる政府統計指標

総論

事業のKPIを設定するに当たり、参考となると考えられる政府統計を以下に紹介します。

ここに紹介する指標は、全国共通の基準で調査された結果であることから、他の地方公共団体との比較も可能

であり、各地方公共団体における積極的な活用が期待されます。

ただし、国として、これらの指標を網羅的に活用することを求めるものではありません。また、政府統計については、

ここに示したもの以外のものも数多くあります。KPIの設定に当たっては、各地域の課題に応じて、各地方公共団

体独自の調査結果も含め、その現状を適切に把握するための指標を用いて目標を設定することが重要です。

分野 指標 説明
統計名

(所管府省庁)
集計単位

直近更新
(調査年)

周期 掲載URL

しごと 県内総生産額

県内にある事業所の生産活動
によって生み出された生産物の
総額（産出額）から、中間投
入額（原材料費・光熱費・間
接費等）を控除したものの額

県民経済計算
（内閣府）

都道府県別
R3.5

（H30）
年次

https://www.esri.
cao.go.jp/jp/sna/
data/data_list/ke
nmin/files/conten
ts/main_2018.ht

ml

しごと 県民所得
県民雇用者報酬、財産所得
及び企業所得の合計

しごと
一人当たり県

民所得

県民所得を各県の総人口
（10月1日現在推計人口）
で除したもの

しごと
名目県民総所

得

県内総生産（支出側）に県
外からの純所得を加えたものの
名目値（実際に市場で取引さ
れている価格に基づいて推計さ
れた値）

しごと 課税対象所得

各年度の個人の市町村民税の
所得割の課税対象となった前
年の所得金額をいい、地方税
法に定める各所得控除を行う
前のもの

市町村税課税
状況等の調
（総務省）

市区町村別
R3.3

（R2）
年次

https://www.sou
mu.go.jp/main_s
osiki/jichi_zeisei/c
zaisei/czaisei_seid
o/ichiran09_20.ht

ml
しごと

納税義務者数
（所得割）

個人の市町村民税の所得割の
納税義務者数

しごと 事業所数 事業所の数

経済センサス
ー基礎調査

（総務省統計
局）

都道府県別
市区町村別
※市区町村
別は事業所

数のみ

R3.6
（R2）

5年

https://www.stat.
go.jp/data/e-

census/2019/inde
x.html

しごと
第２次産業
事業所数

鉱業、採石業、砂利採取業、
建設業及び製造業の事業を
行っている場所の数

しごと
第３次産業
事業所数

電気・ガス・熱供給・水道業、
情報通信業、運輸業及びサー
ビス業等の事業を行っている場
所の数

しごと 従業者数
当該事業所に所属して働いて
いる全ての人数

しごと
第２次産業
従業者数

鉱業、採石業、砂利採取業、
建設業及び製造業の従業者
数

しごと
第３次産業
従業者数

電気・ガス・熱供給・水道業、
情報通信業、運輸業及びサー
ビス業等の従業者数

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/ichiran09_20.html
https://www.stat.go.jp/data/e-census/2019/index.html


27
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５）参考となる政府統計指標

総論

分野 指標 説明
統計名

(所管府省庁)
集計単位

直近更新
(調査年)

周期 掲載URL

しごと
農業産出額

（都道府県別）

当該年における品目別生
産数量に品目別農家庭
先販売価格を乗じて求め
たものの合計額 生産農業所得

統計
（農林水産省）

都道府県別
R3.3

（R1）
年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=dat
alist&toukei=00500206&tstat=0
00001015617&cycle=7&month=
0&tclass1=000001019794&tclas
s2=000001152786&tclass3val=
0しごと 生産農業所得

農業生産活動によって生
み出された付加価値。農
業産出額から物的経費を
控除し、経常補助金を加
算して求めたもの

しごと
農業産出額

（市町村別）

都道府県別農業産出額
を市町村別に按分して推
計したもの

市町村別農業
産出額（推計）
（農林水産省）

市区町村別
R3.3

（R1）
年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=dat
alist&toukei=00500249&tstat=0
00001108355&cycle=7&month=
0&tclass1=000001108375&tclas
s2=000001155006&tclass3val=
0

しごと
農林業経営体

数

農林産物の生産を行うか
又は委託を受けて農林業
作業を行い、生産又は作
業に係る面積・頭数が一
定規模以上の農林業生
産活動を行う者

農林業センサス
（農林水産

省）

都道府県別
市区町村別

R3.12
（R2）

5年
https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&toukei=00
500209&tstat=000001032920

しごと 農家数

経営耕地面積が10アー
ル以上の農業を営む世帯
又は過去１年間における
農産物販売金額が15万
円以上の規模の農業を行
う世帯の数

しごと 農業就業人口

15歳以上の農家世帯員
のうち、調査期日前１年
間に農業のみに従事した
者又は農業と兼業の双方
に従事したが、農業の従
事日数の方が多い者

しごと 耕地面積
農作物の栽培を目的とす
る土地の面積

作物統計
（面積調査）
（農林水産省）

都道府県別
市区町村別

R3.3
（R2）

年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=dat
alist&toukei=00500215&tstat=0
00001013427&cycle=7&tclass1
=000001032270&tclass2=0000
01032271&tclass3=0000011503
46&tclass4val=0

しごと
製造品出荷額

等

製造品出荷額、加工賃
収入額、その他収入額及
び製造工程からでたくず及
び廃物の出荷額の合計

経済センサス
ー活動調査

（総務省統計
局・経済産業

省）

都道府県別
市区町村別

H29.12
（H28）

５年

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=dat
alist&toukei=00200553&tstat=0
00001095895&cycle=0&tclass1
=000001106235&tclass2=0000
01106255&tclass3=0000011062
36

工業統計調査
（経済産業省）

都道府県別
R3.3

（R2）

年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=dat
alist&toukei=00550010&tstat=0
00001022686&cycle=7&tclass1
=000001022687&tclass2=0000
01152566&tclass3val=0

市区町村別
R2.8

（R1）

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/database?page=1&layout
=datalist&toukei=00550010&tst
at=000001022686&cycle=7&tcl
ass1=000001022790&tclass2=0
00001143706&tclass3val=0

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00500206&tstat=000001015617&cycle=7&month=0&tclass1=000001019794&tclass2=000001152786&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00500249&tstat=000001108355&cycle=7&month=0&tclass1=000001108375&tclass2=000001155006&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00500209&tstat=000001032920
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00500215&tstat=000001013427&cycle=7&tclass1=000001032270&tclass2=000001032271&tclass3=000001150346&tclass4val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200553&tstat=000001095895&cycle=0&tclass1=000001106235&tclass2=000001106255&tclass3=000001106236
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00550010&tstat=000001022686&cycle=7&tclass1=000001022687&tclass2=000001152566&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/database?page=1&layout=datalist&toukei=00550010&tstat=000001022686&cycle=7&tclass1=000001022790&tclass2=000001143706&tclass3val=0
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５）参考となる政府統計指標

総論

分野 指標 説明
統計名

(所管府省庁)
集計単位

直近更新
(調査年)

周期 掲載URL

しごと
製造業事業所

数

工場、製作所、製
造所あるいは加工
所などと呼ばれてい
るような、製造又は
加工を行っているも
のの事業所の数

経済センサス
ー活動調査

（総務省統計
局・経済産業

省）

都道府県別
市区町村別

H29.12
（H28）

５年

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datal
ist&toukei=00200553&tstat=0000
01095895&cycle=0&tclass1=0000
01106235&tclass2=00000110625
5&tclass3=000001106236

工業統計調査
（経済産業省）

都道府県別
R3.3

（R2）

年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-

search/files?page=1&layout=datalist&

toukei=00550010&tstat=0000010226

86&cycle=7&tclass1=000001022687

&tclass2=000001152566&tclass3val=

0

市区町村別
R2.8

（R1）

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/database?page=1&layout=
datalist&toukei=00550010&tstat=
000001022686&cycle=7&tclass1=
000001022790&tclass2=0000011
43706&tclass3val=0

しごと
製造業従業者

数

工場、製作所、製
造所あるいは加工
所などと呼ばれてい
るような、製造又は
加工を行っている事
業所の従業者の数

経済センサス
ー活動調査

（総務省統計
局・経済産業

省）

都道府県別
市区町村別

H29.12
（H28）

５年

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datal
ist&toukei=00200553&tstat=0000
01095895&cycle=0&tclass1=0000
01106235&tclass2=00000110625
5&tclass3=000001106236

工業統計調査
（経済産業省）

都道府県別
R3.3

（R2）

年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-

search/files?page=1&layout=datalist&

toukei=00550010&tstat=0000010226

86&cycle=7&tclass1=000001022687

&tclass2=000001152566&tclass3val=

0

市区町村別
R2.8

（R1）

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/database?page=1&layout=
datalist&toukei=00550010&tstat=
000001022686&cycle=7&tclass1=
000001022790&tclass2=0000011
43706&tclass3val=0

しごと

商業年間商品
販売額

（卸売業＋小
売業）

１年間の商業事業
所における有体商
品の販売額

経済センサス
ー活動調査

（総務省統計
局・経済産業

省）
都道府県別
市区町村別

H30.3
（H28）

５年

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datal
ist&toukei=00200553&tstat=0000
01095895&cycle=0&tclass1=0000
01106235&tclass2=00000110625
5&tclass3=000001107035

経済構造実態調
査

（総務省統計
局・経済産業省）

R3.7
（R2）

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datal
ist&toukei=00200555&tstat=0000
01146707&cycle=0&tclass1=0000
01146710&tclass2=00000114671
3&tclass3val=0

しごと
商業事業所数
（卸売業＋小

売業）

有体的商品を購入
して販売する事業
所の数

経済センサス
ー活動調査

（総務省統計
局・経済産業

省）
都道府県別
市区町村別

H30.3
（H28）

５年

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datal
ist&toukei=00200553&tstat=0000
01095895&cycle=0&tclass1=0000
01106235&tclass2=00000110625
5&tclass3=000001107035

経済構造実態調
査

（総務省統計
局・経済産業省）

R3.7
（R2）

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datal
ist&toukei=00200555&tstat=0000
01146707&cycle=0&tclass1=0000
01146710&tclass2=00000114671
3&tclass3val=0

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200553&tstat=000001095895&cycle=0&tclass1=000001106235&tclass2=000001106255&tclass3=000001106236
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00550010&tstat=000001022686&cycle=7&tclass1=000001022687&tclass2=000001152566&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/database?page=1&layout=datalist&toukei=00550010&tstat=000001022686&cycle=7&tclass1=000001022790&tclass2=000001143706&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200553&tstat=000001095895&cycle=0&tclass1=000001106235&tclass2=000001106255&tclass3=000001106236
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00550010&tstat=000001022686&cycle=7&tclass1=000001022687&tclass2=000001152566&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/database?page=1&layout=datalist&toukei=00550010&tstat=000001022686&cycle=7&tclass1=000001022790&tclass2=000001143706&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200553&tstat=000001095895&cycle=0&tclass1=000001106235&tclass2=000001106255&tclass3=000001107035
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200555&tstat=000001146707&cycle=0&tclass1=000001146710&tclass2=000001146713&tclass3val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200553&tstat=000001095895&cycle=0&tclass1=000001106235&tclass2=000001106255&tclass3=000001107035
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200555&tstat=000001146707&cycle=0&tclass1=000001146710&tclass2=000001146713&tclass3val=0
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直近更新
(調査年)

周期 掲載URL

しごと
商業従業者数
（卸売業＋小

売業）

有体的商品を購入して販
売する事業所の従業者の
数

経済センサス
ー活動調査

（総務省統計
局・経済産業

省）

都道府県別
市区町村別

H30.3
（H28）

５年

https://www.e-
stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout
=datalist&toukei=00200553
&tstat=000001095895&cycl
e=0&tclass1=00000110623
5&tclass2=000001106255&
tclass3=000001107035

経済構造実態
調査

（総務省統計
局・経済産業

省）

R3.7
（R2）

https://www.e-
stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout
=datalist&toukei=00200555
&tstat=000001146707&cycl
e=0&tclass1=00000114671
0&tclass2=000001146713&
tclass3val=0

しごと 観光入込客数
都道府県の観光地点を訪
れた観光入込客をカウント
した値

観光入込客統
計

（観光庁）
都道府県別

R3.12
（R2）
※年次

四半期
年次

https://www.mlit.go.jp/kan
kocho/siryou/toukei/irikomi.
html

しごと 訪日外国人客

観光入込客のうち、日本以
外の国に居住し、観光地点
及び行祭事・イベントを訪れ
た者

しごと 観光消費額

当該都道府県を訪れた観
光入込客の消費の総額。
観光入込客数と観光消費
額単価を掛け合わせること
で算出。

しごと 延べ宿泊者数
各日の全宿泊者数を足し
合わせた人数

宿泊旅行統計
調査

（観光庁）
都道府県別

R3.7
（R2）
※年次

月次
年次

https://www.mlit.go.jp/kan
kocho/siryou/toukei/shukuh
akutoukei.html

しごと 労働力人口
就業者と完全失業者を合
わせた人数

国勢調査
（総務省統計

局）

都道府県別
市区町村別

H29.6
（H27）

５年

https://www.e-
stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout
=datalist&toukei=00200521
&tstat=000001049104&cycl
e=0&tclass1=00000104910
5

しごと 就業者数

賃金、給料、諸手当、営業
収益、手数料、内職収入
など収入（現物収入を含
む）を伴う仕事を少しでもし
た人の数

しごと
第１次産業就

業者数
農業・林業及び漁業の就
業者の数

しごと
第２次産業就

業者数

鉱業・採石業・砂利採取業、
建設業及び製造業の就業
者の数

しごと
第３次産業就

業者数

電気・ガス・熱供給・水産
業、情報通信業、運輸業
及びサービス業等の就業者
の数

しごと
月間有効求職

者数

前月から繰り越された有効
求職者数と当月の新規求
職申込件数の合計数

一般職業紹介
状況（職業安
定業務統計）
（厚生労働省）

都道府県別
R3.12

（R3.11）
月次
年次

https://www.e-
stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&toukei
=00450222&tstat=000001
020327

しごと
月間有効求人

数

前月から繰り越された有効
求人数と当月の新規求人
数の合計数

しごと 有効求人倍率
月間有効求人数を月間有
効求職者数で除して得た
倍率

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200553&tstat=000001095895&cycle=0&tclass1=000001106235&tclass2=000001106255&tclass3=000001107035
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200555&tstat=000001146707&cycle=0&tclass1=000001146710&tclass2=000001146713&tclass3val=0
https://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/irikomi.html
https://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/shukuhakutoukei.html
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200521&tstat=000001049104&cycle=0&tclass1=000001049105
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00450222&tstat=000001020327
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総論

分野 指標 説明
統計名

(所管府省庁)
集計単位

直近更新
(調査年)

周期 掲載URL

人の流れ 転入者数

市区町村又は都道府県
の区域内に、他の市区町
村又は都道府県から住所
を移した者の数

住民基本台帳
人口移動報告

年報
（総務省統計

局）

都道府県別
市区町村別

R2.4
（R1）

年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=d
atalist&toukei=00200523&tsta
t=000000070001&cycle=7&ye
ar=20190&month=0&tclass1=
000001011680人の流れ 転出者数

市区町村又は都道府県
の境界を越えて他の区域
へ住所を移した者の数

人の流れ 流出人口
当該地域から他の地域へ
通勤・通学している人口

国勢調査
（総務省統計

局）

都道府県別
市区町村別

H29.6
（H27）

５年

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=d
atalist&toukei=00200521&tsta
t=000001049104&cycle=0&tcl
ass1=000001049105

人の流れ 流入人口
他の地域から当該地域へ
通勤・通学している人口

人の流れ 昼間人口

当該地域の夜間人口から、
他の地域へ通勤・通学し
ている者を減じ、他の地域
から通勤・通学に来ている
者を加えた人口

人の流れ
卒業後の進路

状況等
（中高大）

卒業後の進学や就職等
の状況

学校基本調査
（文部科学省）

都道府県別
市区町村別
※大卒は

都道府県別
のみ

R3.12
（R3）

年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&toukei=0
0400001&tstat=00000101152
8

人の流れ

高等学校卒業
者の

卒業者数
就職希望者数
就職者数等

高等学校卒業者の就職
状況

高等学校卒業
（予定）者の
就職（内定）
状況に関する調

査
（文部科学

省）

都道府県別
R3.12
（R3）

年３回

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&toukei=0
0400303&tstat=00000101706
5

結婚・
出産・
子育て

出生数
戸籍法及び死産の届出
に関する規定により届け出
られた出生の数

人口動態統計
（厚生労働省）

都道府県別
市区町村別

R2.9
（H31）

年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=d
atalist&toukei=00450011&tsta
t=000001028897&cycle=7&ye
ar=20190&month=0&tclass1=
000001053058&tclass2=0000
01053061&tclass3=00000105
3063 

結婚・
出産・
子育て

合計特殊出生
率

15～49歳までの女性の
年齢別出生率を合計した
もので、一人の女性がその
年齢別出生率で一生の
間に生むとしたときの子ども
の数

人口動態統計
（厚生労働省）

都道府県別
R２.9

（H31）
年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=d
atalist&toukei=00450011&tsta
t=000001028897&cycle=7&ye
ar=20190&month=0&tclass1=
000001053058&tclass2=0000
01053061&tclass3=00000105
3063

人口動態保健
所・市区町村別
統計（厚生労

働省）

市区町村別
R2.7

（H25～
H29）

5年

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=d
atalist&toukei=00450013&tsta
t=000001143831

結婚・
出産・
子育て

婚姻件数

各年1月１日から12月
31日までの間に市区町
村長に届出のあった婚姻
した日本人についての件
数

人口動態統計
（厚生労働省）

都道府県別
市区町村別

R2.９
（R1）

年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=d
atalist&toukei=00450011&tsta
t=000001028897&cycle=7&ye
ar=20190&month=0&tclass1=
000001053058&tclass2=0000
01053061&tclass3=00000105
3063

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200521&tstat=000001049104&cycle=0&tclass1=000001049105
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00400001&tstat=000001011528
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00400303&tstat=000001017065
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450011&tstat=000001028897&cycle=7&year=20190&month=0&tclass1=000001053058&tclass2=000001053061&tclass3=000001053063
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Ⅱ．導入編

５）参考となる政府統計指標

総論

分野 指標 説明
統計名

(所管府省庁)
集計単位

直近更新
(調査年)

周期 掲載URL

まち
づくり

空き家数

別荘等のふだんは人が住ん
でいない二次的住宅や賃
貸や売却のために人が住ん
でいない住宅及びそれ以外
の人が住んでいない住宅の
数

住宅・土地
統計調査

（総務省統計
局）

都道府県別
H31.4

（H30）
５年

https://www.e-
stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout
=datalist&toukei=00200522
&tstat=000001127155&cycl
e=0&tclass1=00000112715
6

まち
づくり

介護保険施設
数等

介護保険施設数や定員数
等

介護サービス施
設・事業所調査

（厚生労働
省）

都道府県別
市区町村別

R4.1
（R2） 年次

https://www.e-
stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&toukei
=00450042&tstat=000001
029805

人口 人口総数

本邦内に３か月以上にわ
たって住んでいるか、又
は住むことになっている
者の総数

国勢調査
（総務省統計

局）

都道府県別
市区町村別

R3.11
（R2）

５年

https://www.e-
stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout
=datalist&toukei=00200521
&tstat=000001049104&cycl
e=0&tclass1=00000104910
5

国勢調査による人口を基
礎として、その後の人口
動向を反映させた毎月1
日現在の人口（全国、総
人口及び日本人人口）

人口推計
（総務省統計

局）
都道府県別

R3.12
（R2）

年次

https://www.e-
stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout
=datalist&toukei=00200524
&tstat=000000090001&cycl
e=7&year=20200&month=
0&tclass1=000001011679&
result_back=1&tclass2val=
0

住民票に記載されている
者の数（住民基本台帳人
口）と、住民基本台帳法
の対象となった外国人住
民の数との合計

住民基本台帳
に基づく人口、
人口動態及び
世帯数

（総務省自治
行政局）

都道府県別
市区町村別

R3.8
（R3）

年次

https://www.e-
stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout
=datalist&toukei=00200241
&tstat=000001039591&cycl
e=7&year=20210&month=
0&tclass1=000001039601&
result_back=1&tclass2val=
0

人口 15歳未満人口
年齢15歳未満の人口総
数

国勢調査
（総務省統計

局）

都道府県別
市区町村別

R3.11
（R2）

５年

https://www.e-
stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout
=datalist&toukei=00200521
&tstat=000001049104&cycl
e=0&tclass1=00000104910
5

人口推計
（総務省統計

局）
都道府県別

R3.12
（R1）

年次

https://www.e-
stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout
=datalist&toukei=00200524
&tstat=000000090001&cycl
e=7&year=20200&month=
0&tclass1=000001011679&
result_back=1&tclass2val=
0

住民基本台帳
に基づく人口、
人口動態及び
世帯数

（総務省自治
行政局）

都道府県別
市区町村別

R3.8
（R3）

年次

https://www.e-
stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout
=datalist&toukei=00200241
&tstat=000001039591&cycl
e=7&year=20210&month=
0&tclass1=000001039601&
result_back=1&tclass2val=
0

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200522&tstat=000001127155&cycle=0&tclass1=000001127156
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00450042&tstat=000001029805
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200521&tstat=000001049104&cycle=0&tclass1=000001049105
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200524&tstat=000000090001&cycle=7&year=20200&month=0&tclass1=000001011679&result_back=1&tclass2val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200241&tstat=000001039591&cycle=7&year=20210&month=0&tclass1=000001039601&result_back=1&tclass2val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200521&tstat=000001049104&cycle=0&tclass1=000001049105
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200524&tstat=000000090001&cycle=7&year=20200&month=0&tclass1=000001011679&result_back=1&tclass2val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200241&tstat=000001039591&cycle=7&year=20210&month=0&tclass1=000001039601&result_back=1&tclass2val=0
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Ⅱ．導入編

５）参考となる政府統計指標

総論

分野 指標 説明
統計名

(所管府省庁)
集計単位

直近更新
(調査年)

周期 掲載URL

人口
15～64歳

人口
年齢15～64歳の人口
総数

国勢調査
（総務省統計局）

都道府県別
市区町村別

R3.11
（R2） ５年

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=data
list&toukei=00200521&tstat=000
001049104&cycle=0&tclass1=00
0001049105

人口推計
（総務省統計局）

都道府県別
R3.12
（R2）

年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=data
list&toukei=00200524&tstat=000
000090001&cycle=7&year=2020
0&month=0&tclass1=000001011
679&result_back=1&tclass2val=0

住民基本台帳に
基づく人口、人口
動態及び世帯数
（総務省自治行

政局）

都道府県別
市区町村別

R3.8
（R3）

年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=data
list&toukei=00200241&tstat=000
001039591&cycle=7&year=2021
0&month=0&tclass1=000001039
601&result_back=1&tclass2val=0

人口
65歳以上人

口
年齢65歳以上の人口
総数

国勢調査
（総務省統計局）

都道府県別
市区町村別

R3.11
（R2） ５年

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=data
list&toukei=00200521&tstat=000
001049104&cycle=0&tclass1=00
0001049105

人口推計
（総務省統計局）

都道府県別
R3.12
（R2）

年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=data
list&toukei=00200524&tstat=000
000090001&cycle=7&year=2020
0&month=0&tclass1=000001011
679&result_back=1&tclass2val=0

住民基本台帳に
基づく人口、人口
動態及び世帯数
（総務省自治行

政局）

都道府県別
市区町村別

R3.8
（R3）

年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=data
list&toukei=00200241&tstat=000
001039591&cycle=7&year=2021
0&month=0&tclass1=000001039
601&result_back=1&tclass2val=0

人口 外国人人口
人口総数のうち、外国
国籍を有する者の数

国勢調査
（総務省統計局）

都道府県別
市区町村別

R3.11
（R2） ５年

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=data
list&toukei=00200521&tstat=000
001049104&cycle=0&tclass1=00
0001049105

住民基本台帳に
基づく人口、人口
動態及び世帯数
（総務省自治行

政局）

都道府県別
市区町村別

R3.8
（R3）

年次

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=data
list&toukei=00200241&tstat=000
001039591&cycle=7&year=2021
0&month=0&tclass1=000001039
601&result_back=1&tclass2val=0

（参考）
○統計でみる都道府県・市区町村のすがた（総務省統計局）
「都道府県・市区町村のすがた（社会・人口統計体系）※」で整備された各種統計データ（人口・世帯、自然環境、経済基盤、
行政基盤、教育、労働、居住、健康・医療、福祉・社会保障など）から、地域・項目を抽出した統計表表示、グラフ表示、
ダウンロード等を行なうことが出来ます。
※社会・人口統計体系とは人口・世帯、自然環境、経済基盤、行政基盤、教育、労働、居住、健康・医療、福祉・社会保障
など国民生活全般の実態を示す地域別統計データを収集・加工し、これを体系的に編成し整備したものです。

URL https://www.stat.go.jp/data/s-sugata/index.html

○政府統計一覧表 - e-Stat 政府統計の総合窓口
政府統計名に対する作成機関や担当部局課室名、e-Stat登録有無、各府省統計ホームページURL等を一覧表形式で見ることが
できます。
URL https://www.e-stat.go.jp/

○政府CIOポータル（行政保有データの棚卸結果）
行政が保有するデータの棚卸結果を取りまとめたものを公開しています。
URL https://cio.go.jp/policy-opendata

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200521&tstat=000001049104&cycle=0&tclass1=000001049105
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200524&tstat=000000090001&cycle=7&year=20200&month=0&tclass1=000001011679&result_back=1&tclass2val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200241&tstat=000001039591&cycle=7&year=20210&month=0&tclass1=000001039601&result_back=1&tclass2val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200521&tstat=000001049104&cycle=0&tclass1=000001049105
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200524&tstat=000000090001&cycle=7&year=20200&month=0&tclass1=000001011679&result_back=1&tclass2val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200241&tstat=000001039591&cycle=7&year=20210&month=0&tclass1=000001039601&result_back=1&tclass2val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200521&tstat=000001049104&cycle=0&tclass1=000001049105
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200241&tstat=000001039591&cycle=7&year=20210&month=0&tclass1=000001039601&result_back=1&tclass2val=0
https://www.stat.go.jp/data/s-sugata/index.html
https://www.e-stat.go.jp/
https://cio.go.jp/policy-opendata



